
日本企業が直面 している構造的諸問題

日本企業の国際化の進展に照 らして

衣 笠 洋 輔

1.構 造 的問題 とは

今 日,日 本企業は数え切れないほ どの難問,難 題 を抱 え込んで四苦八苦 し

ているのが実状である。 これ らの難題は次か ら次へ と登場 し,ま さに地雷原

をさまよっているの感がある。 これ らのすべてを構造的諸問題 と片づけるの

は簡単であるが,そ の前に,こ れ らの諸問題 をより体系的な視点か ら整理 し

てお くことが必要 となろう。 これ らの問題の中には,新 規 に登場 してきた問

題 もあるが,過 去 にその解決を怠 り,あ るいは,対 応が遅れたために,解 決

が一層困難にな り,未 解決のまま引きずって きた問題 もまたかな りの数含 ま

れている。見方によれば,む しろ後者の方が圧倒的に多 く,新 規 と見 られる

もののなかにも,過 去の未解決問題の単なる派生,増 幅部分 と言 うべきもの

も多数含 まれている点 に注意すべ きである。

それ らの諸問題はざっ と挙げただけで,「 貿易収支の恒常的な大幅黒字」,

「世界的規模 での対 日輸入規制」,「円高i操作 と円高の恒常化」,「日本市場の閉

鎖性 とその開放要求」,「自由化,デ ィレギュレーションに向けての外圧およ

び内圧」,「日本企業の国際的不適合」,「NIES,特 にアジアNIESの 台頭 と追

い上 げ」,「バ ブル崩壊 と長期的景気低迷」,「産業空洞化,特 に,製 造業の空
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洞化 とその進行」,「雇用機会の減少 と失業の増大」,「米国製造業の巻 き返

し」,「日本生産立地の優位の喪失」,「国際的にみて異常に高い日本の価格 ・

コス ト体系」,「日本の顧客の価格への敏感 さの回復」,「日本顧客の主体性強

化の動 き」,「価格破壊の進行」,「自主開発体制の確立強化の必要性」,「ベ ン

チャー ・ビジネス,ベ ンチャー ・キャピタルの形成の遅れ」等々枚挙 に暇が

ない状態である。

しか し,こ こで注意 しておきたいのは,上 述 した諸問題は単に日本企業の

直面 している問題 というよりも,日 本全体が直面 している問題 という性格が

強 く,よ り厳密 には,日 本 とい う立地 を基盤 として活動 している日本企業が

直面 している問題 と言い換えることも可能である。その意味で,こ れ らの諸

問題を引 き出した責任のより大 きな部分 は日本政府 に課せ られることになろ

う。 しかし,そ れにも拘 らず,こ れ らの問題 は 「政」一 「官」一 「業」の鉄

の トライアングルの上 に安住 して きた日本企業の問題で もあ り,そ れ故に,

本稿では,こ れ らの問題 を日本企業に焦点 を合わせて考察す ることにしたい。

前述 したように,こ れ らの問題の大多数は密接に絡み合 っていて,日 本政

府,さ らには,日 本企業がその解決 を怠 り,あ るいは,先 送 りしたため,二

次 クレーム,三 次クレーム的に発生 して きたもので占められている。 このよ

うに考えると,現 在,日 本政府,日 本企業が抱 えている諸問題は これまで日

本の政府,企 業が展開してきた問題解決行動およびその根底 にある問題解決

能力の限界,欠 如 を示 した もの とみなす ことがで きる。 日本企業が抱えてい

る構造的問題 なるものを体系的に考察す るためには,ま ず,日 本企業が これ

まで展開 してきた成長戦略それ自体についての基礎的考察 を不可欠 とする。

2.日 本企業の成長戦略についての基礎的考察

日本企業の成長戦略についての基礎的考察の第一歩 として,日 本企業の成

長 を支えてきた製品がいかなる製品であったのかの検討か ら入るのが有効か
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つ適切である。 また,日 本企業の成長戦略の基本的特質の解明にとって,こ

の検討,確 認 は絶対不可欠 と言 うことがで きる。

1)日 本企業の成長 を支えてきた主た る取扱製晶

米国企業の成長 を支 えた製品が,(1)米 国企業が,(2)米 国で,(3)世 界 に先駆

けて,(4)自 主開発 し,(5)世 界に伝播 した製品であることは疑問の余地のない

ところである。特に第二次大戦以降についてはその ことが当てはまる。 この

ような製品はそのPLC(ProductLifeCycle)の 起点が米国にあるという意

味で,筆 者 は 「米国にPLCの 起点 をもつ製品」 と名付けている。

20世 紀の米国産業の成長 を支 えてきたのは自動車であ り,家 電であ り,コ

ンピューターである。自動車 については,む しろ「西欧にPLCの 起点をもつ

製品」 と位置づけるべ きか も知れないが,米 国が新 しい生産方式を開発 し,

新たに,大 衆市場 を切 り開き,そ れを軸 として世界に伝播 させた という意味

では,「 米国にPLCの 起点 をもつ製品」の範疇に加 えることも十分 に可能で

ある。 また,家 電,コ ンピューターはr米 国にPLCの 起点 をもつ製品」の典

型 とも言 うべ きものである。

これに対 して,日 本企業の成長 を支えた主た る製品は,(1旧 本企業が ,(2)

日本で,(3)世 界 に先駆 けて,(4)自 主開発 をし,⑤ 世界に伝播した製品,す な

わち,「 日本にPLCの 起点 をもつ製品」ではな くt実 は米国企業 と同 じく「米

国にPLCの 起点 をもつ製品」であることに注目する必要がある。

これまでの日本企業の取扱製品は「日本 にPLCの 起点 をもつ製品」,「西欧

にPLCの 起点をもつ製品」,「米国にPLCの 起点をもつ製晶」の3つ にグル

ープ分けす ることができる
。 しか も,日 本企業の成長の基軸に据 えられてき

たのはあ くまで も「米国にPLCの 起点をもつ製品」であ り,こ の ことは十分

に検証可能である。「西欧 にPLCの 起点 をもつ製品」はカメラ,時 計,ワ イ

ンyビ ール等戦前 においては多数見 られたが,第 二次大戦以降 はそれはあっ

た としても米国経由で日本 に導入 されてお り,便 宜上,「 米国にPLCの 起点
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をもつ製品」 とみなす こ とがで きよう。

戦後 の 日本企業 の成長 を支 えた製品 として は,家 電,自 動 車,コ ン ピ ュー

ター 関係 の製 品 を挙 げ る ことがで きるが,こ れ らは ま さ に米 国企 業 の成 長 を

支 えて きた製品で ある。「日本 にPLCの 起 点 を もつ 製 品 」 は当初,醤 油,味

の素,イ ンス タ ン トラ ー メ ンな どの食 品関係 に集 中 していたが,戦 後 の 日本

企 業 の高 成 長 を支 え た代表的 な成長製 品 とはほど遠 い存在 であった。 その後,

よ うや く,新 た に,ト ラ ン ジス タ ー ラ ジオ,ウ ォー クマ ン,フ ロ ッピー デ ィ

ス ク}VTR(VHS,べ 一 タ ー と も),炭 素 繊 維 等 々 が その範 躊 に加 わ りつつ

あるが,そ の 数 は なお 限 られ て お り,日 本 企 業 の 取 扱 製 品 が 依 然 と して,「 米

国 にPLCの 起 点 を もっ 製 品 」 お よ び そ の 延 長線上 にあ る製 品で 占め られ て

い る といって過言で はない。

ここで注意 してお きたいの は,日 本企 業 の 成 長戦 略 を考 察 す る にあた って,

上 記 の 点 を考慮 す る こ とな く,そ の 基 本 的 特 質 を解 明 す る こ とは不可能 で あ

る とい うことで ある。

確か に,米 国 で の マ ー ケ テ ィ ング関 係 の 文献 で も,「米 国企 業 の成 長 を支 え

た主 た る製 品 とは」 とい った議論 は まった くとい って よいほ どなされていな

い。 しか し,そ れ で は,な ぜ,日 本 で その こ とを問 題 に しな けれ ばな らない

のか,そ れ に対 す る解答 は以 下 の よ うに要約 され る。

われわれ研究者が しば しば陥 る過 ちであ るが,そ れ は米 国人 研 究 者 が 米 国

企 業 を分析 す るのに用 いた道具,切 り口(含 分 析 フ レ.___ムワー ク)を その ま

ま無 批 判 に か つ機 械 的 に 日本 に持 ち込 んで くる ことであ る。

さらに付 け加 えるな ら,米 国 の研 究者 が 米 国企 業 につ い て解 きた い問題 を

解 くため に自 ら開発 した道具が ある としよう。 もし,日 本 の研 究 者 が 日本 企

業 を解 くた めにその道具 を機械的 に導入 した とすれば,確 か に その道 具 の利

用 に よっ て解 け る問題 はあ るだ ろうが,そ れ に よ って 自分 が本 当 に解 きたい

問題,解 く必 要 の あ る問題 を解 くこ とがで きる確 率 は きわ めて低 く,で きた

として も偶 然 の域 をで ない 。 自 らが解 きた い問題 はその問題 を自分で見つ け,
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その上でその問題 を解 くのに必要な道具 を自ら開発することが不可欠である
。

もとより,既 存の道具(輸 入 ものを含めて)が その問題 を解 くのに適切であ

ることを確認 した上で,そ れらを用いることは一向に差 し支えない
。 しかし,

その場合,無 修正の まま適用可能なケースはまたきわめて限られていると言

わざるを得ない。

企業の成長戦略を考察す る場合,そ の成長を支えた製品がいかなる製品で

あるのかを確認することな く考察 を進めることは絶対 に不可能である。それ

にもかかわ らず,米 国の研究者が これに言及 していない とすれば
xそ れに対

して,な ぜ という疑問 を持つのは当然の ことである。その場合,米 国企業の

成長 を支えた製品が 「米国にPLCの 起点 をもつ製品」であることは米国人に

とって周知の事実であ り,改 めて言及の必要がなかった という答が返 って く

るはずである。さらには,こ の研究成果は米国人向けに書かれた もので,日

本人 向けに書いた ものではないとい う皮肉な答が返 って くる可能性 もある。

それはともか く,日 本企業の場合 は明 らかに事情が異なる。 もし,日 本企

業の成長 を支えた製品が 「日本 にPLCの 起点 をもつ製品」であるならば,取

扱製品への言及がな くて も一応許容範囲内であるが,「 米国にPLCの 起点を

もつ製品」であるとすれば,当 然 にその ことから考察を始める必要があると

いうことである。

日本企業の成長 を支えた製品が 「米国にPLCの 起点 をもつ製品」であるこ

とが確認 された場合,そ の確認 なしには見過 ごされたであろう日本企業の成

長戦略についてのさまざまな特質が浮 き彫 りにされる。すなわち,米 国企業

によって米国で生産 されていた製品が日本企業 によって 日本で生産 されるに

至 る経緯 をめぐって,解 明 を迫るさまざまな問題が浮かび上がって くる。

それ らの問題 を目につ くものか ら逐次列挙 してみよう。

(1)ま ず目につ くのは,米 国企業 の自主開発対 日本企業の技術導入 ないし

模倣 という日米両企業間のR&D特 性の違いである。自主開発の場合,効

率が悪 く,リ スク大であるのに対 しi技 術導入 は大幅な時間,金 の節約
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を可能 とすると同時に,効 率がよく,リ スク小 とい う特性 をもち,こ の

ことは当然,日 米両企業のマネジメン トの リスク,効 率に反映す る。世

界に先駆 けての自主開発がベ ンチャー ・ビジネス としての特性 を強 くも

つのはこの ことの反映である。

(2)「 米国にPLCの 起点 を持つ製品」とい う用語 に明 らかなように,米 国

で最初 にPLCが 立ち上が った製品がその後 日本企業によって引 き継が

れてい く過程 はマーケティングの領域で開発 されたPLCモ デルの多国

的適用に道を開 くものであ り,こ のPLCモ デルの多国的適用は米国企

業 はもとよりのこと,日 本企業の成長戦略の解明に対 して も数え切れな

いほどのヒン ト,切 り口を提供 して くれる。

(3)そ の中での最大の切 り口は 「米国」で生産されていた製品がその生産

立地 を 「日本」,さ らには,「 台湾」,「韓国」,「中国」,「タイ」,「マレー

シア」等々へ と転換 してい く 「生産立地転換のサイクル」の存在であ り・

それを解明す るためモデル化 した 「生産立地転換のサイクル ・モデル」

の活用である。

(4)こ の 「生産立地転換のサイクル」の存在 は幕末の開国以降の日本・お

よび,日 本企業がそのスター ト時点か ら,「世界の中の日本」として位置

づけられていたことを意味 している。「世界の中の日本」という表現は日

本が経済大国 と呼ばれるようになって頻繁に用いられ るようになったが,

経済大国であろうとなかろうと,「 日本」も,「韓国」も,さ らには,「 ベ

トナム」 も世界の大 きな潮流の中に組み込 まれていることを意味 してい

る。

⑤ 「世界の中の日本」に象徴 されるように,世 界の大 きな潮流に組み込 ま

れている日本,お よび,日 本企業はまさにインビジブル ・ハ ンド(見 え

ざる神の手)の 掌中にあ り,そ こでは,あ る一定の 「メカニズム」が機

能 していることを想定することは十分 に可能である。筆者の場合,一 応

仏教徒であるので,神 として御釈迦様の存在を想定するとすれば,日 本,
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および,日 本企業はさしずめ 「働 ト雲」 と 「如意棒」で大活躍 をした孫

悟空 ということにな り,所 詮 は御釈迦様の掌の中 とい うことになろう
。

日本,お よび,日 本企業の高成長 もそれを支える 「成長メカニズム」を

基盤 としてはじめて可能になった ものであ り,日 本企業の成長戦略 もそ

の 「成長メカニズム」に支 えられて成功を見たと言 うことがで きる
。

筆者の場合,日 本企業の高成長 を支 えた主たる取扱製品が「日本 にPLCの

起点をもつ製品」ではな く,「米国にPLCの 起点 をもつ製品」であることに

早い時期か ら注目していたため,PLCモ デルの多国的適用,生 産立地転換の

サイクルのモデル化,「 成長メカニズム」の発見 と活用 を通 して
,き わめて体

系的かつ網羅的な切 り口で日本企業の成長戦略の解明にあたってお り
,相 当

な成果 を引き出 し得た ものと確信 している。

前述 した構造的諸問題の中で,日 本企業がその解決 を怠 り,な いし,先 送

りした問題 の所在を明 らかに し得ているのは,ま さに,上 記の分析用具 によ

るところ大である。 これ らの点については,後 にさらに言及 したい
。

2)「 生 産 立 地 転 換 の サ イ クル ・モ デル」

日本企業 の基礎 的考察の第2ス テー ジ は 「生 産 立 地 転 換 の サ イクル」 の存

在 の確 認で ある。当初,米 国企 業 が手 が けて いた 「米 国 にPLCの 起 点 を もっ

製 品 」 を 日本 企 業 が あ るステー ジか ら引 き継 ぐとい う形で展開 した とす れば
,

当 該 製 品 の 生 産 立 地 は当 然 の こ となが ら 「米国」一 「日本」 と転換 した こ と

にな る。今 日で は,こ の生 産 立 地 の転 換 は ア ジ ア に焦点 を合わせ て考察 して

も・ 「日本 」か ら 「台湾」,「韓 国 」 へ,さ らに は,「 タイ 」,「マ レー シア」 を

経 て・ 「フ ィ リ ピン」・ 「ベ トナム」と急 ピ ッチで進展 してい る.さ らに は,そ

の立 ち上 が り こそ遅 か っ たが,「 中 国 」もまた重 要 な生 産 立 地 としてク ローズ

ア ップ され つつあ るこ とが現 象面で もはっ き りと読 み取れ る。

この現 象 は 「図 一1生 産 立 地 転 換 の サ イ クル 」とい う形 で図示 す る ことが

可能 であ る。 こ こで は,日 本 立 地 が そ の立 ち上 が りの時 点 か ら,世 界 の一 環
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図 一1生 産 立 地 転 換 のサ イ ク ル(「 米 国 にPLCの 起 点 を もつ 製 品」)
"コス ト面での国際比較優位"を 求めて

の　　セ　の　　り　　

＼ ●騰 題濃 離 国際比較優位"
●「価格切札」という特性 をもつ標準化,

として,一 つの大 きな流れの中に組み込 まれてお り,よ しんば,厳 重な多数

の障壁 を設けた として も,決 して,世 界から切 り放 され,独 立 した存在では

あ り得なか った という点 に注目してお く必要がある。

「生産立地転換のサイクル」は 「コス ト面での国際比較優位」の確保に向け

て進行 している。なぜ,コ ス ト面での国際比較優位の追求 なのか,そ の理由

は後に詳論するが,こ こでは,生 産立地転換の対象 となる製品が価格を切札

とする製品であること,価 格切札 という製品特性は製品 ・技術の標準化が進

行 し,か つ,競 争企業間の製品 ・技術の平準化が進行 している製品(今 後 は

標準化 ・平準化製品と呼ぶ)で あ り,PLC上 成熟期 に属する製品に典型的に

見 られるものであることを挙げるにとどめる。

米国一 日本 という生産立地の転換 は台湾,韓 国が登場するまでは,日 米2

国間の問題であ り,流 れの方向も必ず しも明 らかではないということで,両

者の間 にコス ト面での国際比較優位 を求めての転換 として位置づけることは

8国 際経営論集No・101996



きわめて困難であった。「日本は自らの工業化のために日本生産立地 を利用 し

たのであってtコ ス ト面での国際比較優位 を志向 した ものではない」 という

のが私の仮説に対す る当時の研究者の反論 であった。 しか し,こ こで問題 に

したいのは,日 本企業の工業化の進展,ひ いては,日 本企業の高成長の鍵が

日本立地でのコス ト面での国際比較優位の発現にあったことは明 らかである。

この ことは日本企業の場合,低 価格 を切札 として,海 外市場 に参入 していっ

た ことに端的に示 されている。

ここで筆者が特に強調 しておきたいのは,全 体の大 きなうね りを読み取 り
,

その本質 を見極めることの大切 さである。

現在では・台湾,韓 国の登場 を契機 として,生 産立地がコス ト面での国際

比較優位 を求めて移行す ることに疑問を呈する者はない。 まして,今 日のよ

うに,日 本での顧客の価格への関心が著 し く高 まる中で,日 本企業が大量 に

海外 に流出 している実態を見れば,そ の疑問 は解消するはずである。

生産立地転換のサイクルは前出の 「図 一1」 に要約 される。生産立地転換

のサイクルの存在は目を据 えて観察 しない と見逃 してしまうような様々な問

題の所在 をわれわれに提示 して くれ る。

生産立地転換のサイクルの存在は日本立地が米国立地か ら技術 を始めとし

て実に多 くの成果 を引き継 ぐ立地 として機能 してきたことを示 している。 こ

の ことは日本企業が自主開発ではな く,技 術導入でスター トすることを可能

としたこと,さ らには,米 国企業によって,世 界的規模で確認済みの市場性,

商品性,さ らには,成 長性のある製品だけを選び出 して取扱 うことを可能 と

したこと,米 国企業が永年 にわたって開発,製 品化 してきた製品を短期間の

うちに集中導入 したこと等 を浮 き彫 りにして くれる。

この ことが日本企業にとっていかに有利 に作用 したかは計 り知れない。 日

本企業の画期的な急成長,効 率が よくリスクが小 さい経営 はまさに約束 され

た ものであった といって過言ではない。 もとより,日 本企業の企業努力を否

定するものではないが,日 本企業のある時期の急成長,急 速な経済大国化が

日本企業が直面している構造的諸問題g



企業努力,政 府の努力 をも超 えた ところで約束 されてお り,企 業努力はそれ

をより完壁な もの とした と理解することができる。 この約束 は 「生産立地転

換のサイクル」における日本立地の位置づけによって得 られていることに留

意 されたい。 このことは日本に次いで立ち上が り,キ ャッチアップしてきた

台湾,韓 国等々にもそのまま当てはまる。 この場合,台 湾,韓 国はいずれも

産業基盤がほとんど皆無であった ところか らスター トしてi日 本 よりもはる

かに早いピッチで今 日の工業化水準に達 した ことを考慮するならば,技 術後

発国に共通するあるメカニズムの存在 を想定することが可能である。

3)「 成長メカニズム」

前述 した ように,「 生産立地転換のサイクル」において,日 本立地 に 「イン

ビジブル ・ハ ンド」 とも言うべ きある種の 「メカニズム」が機能 しているこ

とが想定可能であり,筆 者はこれを 「成長 メカニズム」 と名付 けている。 し

か も,こ の成長メカニズムは日本立地においてのみ機能すると言 うよりは,

技術後発国の共有財産 としての意味 を持つものである。

ここで注意 したいのは,こ の 「成長 メカニズム」がある特定国立地 にとっ

て,恒 久的に機能するものではな く,後 発立地 に順送 りされてい く性格の も

のであるという点である。

この 「成長 メカニズム」が円滑に機能 しな くなった場合,そ の生産立地は

それに替わる新 しいメカニズムを探求することを余儀な くされる。現在の日

本がまさにこのステージにあるといって過言ではない。 この ことは,技 術導

入か ら自主開発への移行,自 らの手による市場性,商 品性の確認,ベ ンチャ

ービジネスの推進等様変わ りの展開 を要求する。「成長メカニズム」の存在に

気付いていれば,そ れがいかなる問題点を内包 しているのか,ま た,い っま

で円滑に作動 し得るのか,作 動 しな くなった場合はどうすれば良いのかを明

確 に提示 して くれ る。

生産立地転換のサイクルにおける日本立地の特性 をさらに詳細 に観察する
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と,ま ず最初に目につ くのは,日 本が技術後発国であったため
,日 本政府に

よる幼稚産業の保護政策(外 資規制,輸 入規制等)が 強行 された ことである
。

技術後発国に とって,強 力な技術先進国か らの攻勢を喰い止めながら,自 力

で立 ち上がるためには,こ れ らの対外諸規制 はむ しろ当然であると言 うこと

ができる。 しか し,技 術後発国であった日本がそこから離陸 し
,日 本企業が

世界的競争力 をもって,海 外市場 に大々的に参入 し得るステージに入 って も
,

なお,当 初か らの対外規制を持続 し続 けることには重大 な問題があ り,こ の

ことは,そ の後の日本および日本企業 に取 り返 しのつかない重大 な禍根 を残

す ことになった。「外国企業の 日本への参入は不可,日 本企業の海外への参入

は可」 というのでは余 りにもアンフェアーである。日本企業アンフェアー説
,

技術ただ乗 り論 や らずぶった くり説が横行 したのは当然の ことである。今

日,日 本企業 をめ ぐって生起 しているほとん どすべての問題 はまさに,日 本

政府,お よび,日 本企業の国際的不適合,国 際感覚の欠如に起因 しているこ

とに注 目してお く必要がある。

日本政府 による輸入規制,外 資規制 などの対外諸規制 は外国製品,外 国資

本等の 日本への参入を阻止するものであったが,こ の ことは同時に,日 本の

閉鎖性,国 際感覚の欠如,国 際音痴,「 政」一 「官」一 「業」の鉄の トライア

ングルの構築,日 本企業 による日本市場の独占と価格の高止 まりといった事

態を引 き起 こすことになったことをも銘記 されたい(「 図 一2,日 本生産立地

の特質」参照の こと)。

「成長メカニズム」は 「図 一3」に示 されているように,「1 .技 術導入」一

「2.標 準化 ・平準化製品(一 定の品質性能水準を前提 にして,価 格 を切札 と

する製品)」一「3.コ ス ト面での国際的比較優位を発現 し得 る生産立地」(当

初,日 本立地一その後,台 湾,韓 国,さ らには中国に移行)一 「4 .確 認済

みの市場性,商 品性(米 国企業によ り,世 界的規模 で)」一 「5.受 け入れ市

場(国 内および海外市場)」 一 「6.効 率の良い改良型R&D(製 品面および

製造面の両面で)」 一 「2'.未 標準化 ・末平準化製品」一 「7 .効 率の良い設

日本企業が颪面 している構造的諸問題11



図一2日 本生 産立地 の特 質
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備投資及び設備更新」の7つ のボックスによって構成 されている。

「成長メカニズム」についての詳細 な解説 については,筆 者の別論文 を参照

いただ くこととし,こ こでは割愛する。 この 「成長 メカニズム」は1960年 代

末 までは,日 本企業の成長 にとって大 きな貢献 を果たしたが,そ の円滑な作

動が1970年 代以降の日本企業の国際的不適合 とそれに関連する様々な課題 を

引出す ことになった ことをもまた忘れるべきではない。1970年 代は国際的な

対応 に関 しては,ほ とん ど無対応であったといって過言ではない。「成長 メカ

ニズム」は日本立地での役割 を終 えて
,現 在では,後 発の 「開発途上 国立地」

に引 き継がれている。「成長 メカニズム」の有効 な作動はその後の日本企業 に

様々な課題 を提起することになるが,こ こでは,そ れまでの日本企業の成長

戦略の基本的特質 とそこか ら引 き出された課題について,簡 潔 に言及 してお

きたい。

まず,「 ボックス1.技 術導入」は日本企業のR&D特 性を示 してお り,自

主開発ではな く,技 術導入がすべての出発点 となっていることを示 している。

技術導入は金,時 間の大幅な節約 を可能 とすると同時に,効 率大,リ スク小

を約束 されてお り,日 本企業はこの技術導入 を通 して驚異的,か つ,安 定的

な成長 を達成 した。

「ボックス2.標 準化・平準化製品」は技術導入のタイ ミングが「米国にPLC

の起点をもつ製品」の米国でのPLC上 成長後期 ,成 熟期にある場合の製品特

性 を示 している。第二次大戦後の日米の技術格差 は大 きく開いてお り,ま た,

消費財の場合,日 本 は戦前,戦 中を通 して生産 を抑制 していたため,1920年

代 に米国でその普及 を見 た家電製品 に典型的に見 られ るように,日 本で は

1950年 代半ばにようや く生産 を開始 してお り,そ の生産開始のタイ ミングも

大 きくずれていたのが実態である。そのため,日 本企業が技術導入を通 して

生産 を開始 した家電製品の多 くは米国でのPLC上 すでに成長後期 ない し成

熟期にあるものが多 く,こ れ らの製品は米国内ではすでに標準化 ・平準化 と

い う特性を備えていた。 これらの製品は価格切札が特徴的である
。

日本企業が直面している構造的諸問題13



図一3「 日本企業の成長 メカニズム」(「米国 にPLCの 起 点 を
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比較優位の発現

1)低 廉 かつ良質の労働力 の利 用

2)「 国内十海外」市場志 向 による規模の経済の追求

3)相 対的 円高の状 態

「ボックス3.コ ス ト面での国際比較優位 を発現 し得 る生産立地」は生産立

地特性であり,標 準化 ・平準化製品の 「価格切札」に由来す る条件であ り,

1950,60年 代の日本立地はこの条件 を十分 に満た していた ということができ

る。それ を支 えた要因 としては,低 廉かつ良質の労働力の安定供給,「 国内プ

ラス海外」市場志向による規模の経済の確保,恒 常的な円安の定着等が挙げ

られる。

ここで注意 しておきたいのは,「 ボックス4.確 認済みの市場性,商 品性」

であ り,し ばしばその重要性が見逃 されがちであるが,日 本企業の場合,米

国企業が リスクと時間をかけて自主開発 し,そ の成長性,市 場性 を世界的規

模で確認 された製品を中心に技術導入を通 して積極的に引 き継 ぎ,技 術格差

の縮小,解 消,逆 転にすべての努力を傾注 してきたことである。 この努力の

成果は 「ボックス6.効 率の良い改良型R&D」 に端的に示されている。「ボ

ックス6」 は製造面,製 品面の両面できわめて有効 に機能 してお り,製 品面

では,「 ボックス2.未 標準化・未平準化を織 り込んだ製品」の開発 につなが
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もつ製晶」)
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(3)「 オ リジナ リテ ィ ・超 高 品 質 ・高価 格 製 品」

っている。 これによって,「 低品質 ・低価格」製品か ら,「高品質 ・低価格」

製品へ・さらには,「 超高品質・オ リジナ リティ高価格」製品へ と製品 を組み

替 えなが ら,き わめて短期間の内に先発の米国企業 をキャッチアップし,一

部では,米 国を追い越す までの成功を収 めることになった。 また,製 造面で

は,「 ボックス7.効 率のよい設備投資,設 備更新」 につなげることにより,

その生産 システムは完全に先発の米国企業 を凌駕するまでにレベルアップし
,

一時期 はまさに世界一の地位を確保するに至 る
。 この場合,大 量生産 システ

ムが前提であ り,そ のためには,恒 常的かつ安定 した市場の存在が絶対条件

であり,こ こで もi「ボックス4」 はまさにそれを可能 とする役割 を演 じている。

「ボックス5.受 入市場:国 内市場,輸 出市場」は日本企業の当初の製品,

「低品質 ・低価格」製品にも一定の品質,性 能水準 を前提 として,国 内外に受

入市場が存在 したこと,特 に,日 本政府 の輸入規制,外 資規制のため,日 本

市場 は日本企業の独占するところとなったため,日 本市場は好む と好 まざる

とにかかわ らず,そ れを受け止めざるを得なかった ことを挙 げることができ
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る。

日本企業の場合,「 ボックス1」 か ら 「ボックス7」 までを相互 にリンクさ

せ,驚 異的な成果 をリスク小,効 率大 という形で実現することが可能 となっ

た。 この 「成長メカニズム」は個々の製品毎に適用 されるものであ り,日 本

企業は先発の米国企業が 自主開発 し,成 功 した製品を片っ端か ら技術導入 を

通 して取込み,そ れらの製品をそれぞれ 「成長 メカニズム」の円滑な作動に

乗せたわけで,そ の総和 としての成果 は驚異的で さえあった。

しか し,こ こで注意 しておきたいのは,こ の驚異的な成果が 日本企業の ト

ップ ・マネジメン ト,ひ いては,日 本企業の優秀 さにス トレー トに結びつ く

ものではない という点である。「成長メカニズム」が有効に作動 している段階

では,日 本企業の トップ・マネジメン トについて言えば,「 政」,「官」に向け

てのロビーイング活動,「 業」問の根回しが主た る仕事で,ビ ジネスについて

は,米 国で成功 している製品をあれで行 こう,こ れで行 こうと指示すれば良

かったわけで,い わゆる戦略的決定なるもの とはほど遠い状態にあった と筈

うことができる。驚異的な成果 をス トレー トに優秀 さに結び付けることがで

きるのであれば,工 業化の基盤がほとんど未整備の中から立ち上が って驚異

的な成長を遂げてきた台湾企業,韓 国企業,さ らには,そ の トップ ・マネジ

メン トはさらに一層優秀であった ということになろう。

これまで達成 してきた日本企業の驚異的な成長を日本企業固有の もの と理

解 し,世 界の目,特 に,ア ジア諸国の憧憬に満ちた目が 日本に注がれた時期

もあったが,今 日,そ の神秘性は大 きく失われようとしていることに注 目し

てお く必要がある。

3.日 本企業の成長戦略の基本的特質

日本企業 の成長戦略 は上記 の 「成長 メカニズム」 を基盤 として展 開 された

訳 であ るが,こ こで い くつ か の基 本 的 と も言 える特質 が導かれ る ことになる。
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しか し,こ れ らの特質 はその後,日 本企業に至難 とも言える新 しい課題を提

示することになる点 に留意 されたい。

筆者が問題 にしたいのは,日 本,お よび,日 本企業の様々な対応が 「木 を

見て森 を見ず」,事象の本質を見 きわめることな く,そ の場限 りの場当た り的

な問題解決に終始 してきた とい う点である。 このことは特 に国際レベルでの

問題 について当てはまる。

その第1は 日本企業の成長戦略およびその事業展開が技術導入を基軸 とし

て展開 されてお り,リ スク小,効 率大の事業経営 を約束 していた ことを意味

していると同時 に,技 術 導入 のタイ ミングが当該製品の米国でのPLC上 成

熟期 に近 いほど,金,時 間の節約 はもとよりの こと,「 リスク小」,「効率大」

という効果 を得 ることがで きたわけである。

これに反 して,自 主開発の場合s膨 大な金 と時間が掛かる上 に
,大 きなリ

スクと効率の悪 さが特徴的である。一つの製品が立ち上が り
,PLCを 描 き切

るためには,開 発段階か ら新製品段階において,死 骸の山を築いているのが

一般的である
。世界 に先駆 けての画期的新製品の自主開発の場合,そ の ビジ

ネスはベ ンチャーその ものであ り,米 国にベ ンチャービジネスが多 く見 られ

るの も,そ の意味では,当 然のことと言える。世界 に先駆 けての自主開発に

ついて言えば,世 界 にその先例がないまま,混 沌 としたニーズを具体的なニ

ーズに昇華 させ る過程で
,ハ0ド とソフ トを リンクさせた充足手段が導かれ

るというプロセスが不可欠であ り,か つ,こ のプロセスはビッグビジネスよ

りもベ ンチャー ビジネスにこそ適性が見出されることをも併せ留意 しておき

たい。米国では,通 例,ベ ンチャ0ビ ジネスとビッグビジネス との間にその

適性に対応 した協業関係が見出される。

ここで留意 したいのは,米 国での技術導入源がいかに豊富 とは言 え
,そ れ

は有限であ り,日 本企業の短期的集中導入がある場合,そ の導入源の枯渇化

は当然のことであるとい うこと,米 国の技術の枯渇化 は米国の対外技術政策

の硬化を招かざるを得ないこと,ま た,NIESも また日本企業の後追 いを行
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い,そ の追い上げは当然の ことであること,ま たその場合,日 本企業による

自主開発体制の確立,強 化は必然であること等が問題 となる。

このことを反映 して,今 日では,日 本企業の成長戦略で この特質 も次第に

色あせた もの となってお り,そ こでは,自 主開発体制の強化,「 リスク小,効

率大」の事業経営か らの決別を迫 られることになる。 このことは日本企業に

対 し,成 長機会費消型成長か ら成長機会創造型成長への転化 を迫 るものであ

る。 これまで,日 本企業 は 「技術ただ乗 り論」に見 られるように,成 長機会

を創造 しなが らの成長ではな く,他 が創造 した利益機会を費消 しなが ら成長

してきた ことは事実であ り,日 本企業が参入 した ところで は,当 該製品の

PLCの 短縮化が急速 に進行 していることに注目してお く必要がある。

しか も,日 本企業の米国か らの技術導入のタイ ミングは当初s米 国での

PLC上,成 長後期,成 熟期の段階でなされたため,量 産技術を中心 とした技

術導入が一般的であ り,そ れは 「ボックス2.標 準化(標 準化,規 格化)・平

準化(競 争企業間の技術の平準化)製 品」 という特徴 として現れると同時に,

多 くの製品分野で,国 内生産規模が国内市場規模 を凌駕 し,そ のため,恒 常

的に輸出 ドライブがかか りやすいという特徴を持っていたのが実態である。

その結果,日 本企業はその成長戦略 にさらに以下の特性 を付与することにな

った。

その第2は,日 本企業 は常に輸出を志向す るという形での商品輸出を基軸

とした成長戦略を展開 し,標 準化 ・平準化製品の世界的供給べ一ス としての

位置づけを確立す ることになったことである。それ故 に,日 本企業 にとって

の輸出市場の確保 は 「国内プラス輸出市場志向による規模の経済」によるコ

ス ト・ダウン,大 量生産 システムの効率的運用 という観点か らも絶対不可欠

であった と言 うことがで きる。 しか し,今 日では,日 本企業の この成長戦略

も重大な限界 を迎えていることは周知の通 りである。

ここで注意 しておきたいのは,再 三強調するように,「 成長メカニズム」を

的確に作動 させればさせるほど,日 本企業の成長戦略に対する国際的批判 も
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強 まってい くという点である。 日本企業 は 「低品質 ・低価格製晶」か らスタ

ー トして
,「 高品質 ・低価格製品」へ,さ らには,「 超高品質ないしオ リジナ

リティ高価格製品」 を産み出 し,そ の取扱製品を 「2 .標 準化・平準化製品」

か ら 「2'.未 標準化 ・未平準化 を織 り込んだ製品」にまで拡大することによ

りヂ ー人勝 ちの様相を呈することになった ことは周知の通 りである。 さらに,

日本企業の生産 システムは米国を も凌駕する水準 に達 し,米 国に対す る急 ピ

ッチの追い上 げを可能 とする と同時 に,集 中豪雨的な輸出 と大幅出超,対 外

貿易収支,特 に,対 米貿易収支の大幅黒,い ずれをとって も,米 国に先導 さ

れ る国際世論の袋たた きに遭 うという結果 を招いている。 この ことを加速 し

たのは,日 本および日本企業の国際感覚の鈍さ,国 際音痴によるところが大

きい。 この点は技術後発国であった段階か ら世界的競争力 を身につけた1970

年代 まで国境を閉ざしたまま放置 した ことによるところ大である。

世界的規模での対 日輸入規制,大 幅な円高 とその恒常化,日 本市場の開放

要求,台 湾,韓 国を始め とするNIESの 急速な台頭 と追い上げなど,日 本企

業 は留 まるところを知 らない政治的,経 済的摩擦の中で,ま さに四面楚歌の

状況 に追い込 まれているが,こ の責任の きわめて大 きな部分がまさしく日本

および日本企業 にあると言わざるをえない。

筆者 はすでに1979年 の時点で,拙 著 『日本企業の国際化戦略』 において,

対 日輸入規制への的確な予測 と対応,標 準化製品か らの脱皮,円 高への的確

な対応などについての問題提起 を行 ってお り,本 稿では,そ の一部,特 にs

円高問題に関す る問題提起(pp.155-7)を ここで再録 しておきたい。

『筆者は円高に対する基本的認識 として,① 米国政府の対 日諸政策の真の狙

いは急増する日本企業の対米輸出の阻止 と対 日貿易収支の不均衡の是正に

おかれてお り,円 高 も対 日諸政策の重要な__�と して位置づけられている

こと,お よび,② 円高操作,対 日輸入規制など一連の対 日諸政策 は,日 本

の対米輸出の実質減,日 米貿易収支の不均衡の大幅な改善が実現 しないか

ぎり,常時出番を待 っていることを強調 して きた。この基本的認識 は,そ の
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重要性 を一層高めてお り,円 高への的確な対処 にとって不可欠 と言える。

この認識 に立つ場合,円 高問題 は日本企業の これ までの商品輸出を基軸

とする成長戦略,ひ いては標準化製品を基軸 とす る成長戦略のあ り方にか

かわるものであ り,そ の抜本的な見直 しと転換を要求するものであった と

言 うことができる。

この要求は,ニ クソン ・ショックの時点ではっきりと提示されてお り,

その後 も一貫 して提示され続 けてきた。これに対 し,日 本企業は,オ イル・

ショックを契機 として,国 内的には減量経営を推進する半面,国 際的には

商品輸出の一層の強化をはか り,米 国政府の要求をも完全に無視する結果

となっている。世界的需要低迷の中でいかに重大なコンフリク トを惹 き起

こすかは説明す るまで もないことであ り,こ の強引な行動が まわ りにまわ

ってこれ までのツケを0挙 に払わされる結果 となった。円高はその典型 と

いうことができる。商品輸出を基軸 とする戦略展開が持続 されるかぎり,

円高は対 ドル価値のみにとどまらず,ポ ン ド,マ ルク,フ ランなどの国際

通貨に対 して問題 となる可能性が十分にある。

円高への日本企業の対応は 「木 を見て森 を見ず」の類の ものが多い。米

国政府の真意 を十分 に汲み とった うえでなされる必要がある。たとえば,

日本企業が円高の一部 をテレビの組立てにみられ る完全自動化,ト ヨタの

カンバン方式など徹底 した コス ト削減努力 を通 して吸収 しようとしている

が,長 期的にみて,真 の問題解決 になっていない ことは明 らかである。

オイル ・ショック以降,経 営者側は 「高成長時代の終焉」 を合言葉に大

同団結を行 って,高 成長のオコボレ頂戴に終始 し,新 しい事態への認識 と

それへの対応に完全に立 ち遅れた労働側,と くに労働組合側 に対 して完全

に優位に立ち,き わめて強硬な政策 を打ち出 している。賃上 げに対する0

律的なガイ ド ・ラインの設定,採 用人員の削減,初 任給の据置 き,終 身雇

用制 ・年功序列制の大幅 な後退,そ れを内容 とす る厳 しい中高年対策など

はその一例である。
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ミドル ・マネジメン トを含む労働者 に対する対策の厳 しさに比較 して,

トップ ・マネジメントの責任の所在はまことに曖昧であると言わざるを得

ない。 とくに世界的な需要低迷の中で一層の輸出 ドライブをか けるといっ

た トップ ・マネジメン トの国際的な見通 しの甘 さが労働者側 に強いた犠牲

をそっ くり円高に吸い取 られ る結果 を招いている点 を考慮する場合,そ の

感 は一層強いものがある。円高に対する的確な対応 は トップ ・マネジメン

トの豊かな国際的洞察力 とそれに基づ くす ぐれた戦略的決定を不可欠の要

件 としてお りzコ ス ト削減 はそのごく一部で しかないのである』。

筆者があえて15年 前の文章 を再録 したのは,ま ず第1に,筆 者 自身,前 述

した 「生産立地転換のサイクル」および 「成長 メカニズム」のモデル化につ

いてすでに完成済みであったこと,お よび,こ れ らのモデルを通 して見 る場

合s日 本企業の成長戦略の基本的特質が明確 にできると同時に,そ の特質が

きわめて早い時期に国際的不適合の状態 に陥 らざるを得ないこと,ま た,第

2に,日 本政府,日 本企業の対応が国際的視点か ら見る限 り,誤 解,錯 覚 と

堂々めぐりに終始 していて,ほ とん ど進展が見 られなかったことを特 に強調

しておきたかったことによる。引用 した文章でのオイルショック後の日本企

業の対応,特 に,労 働者(ホ ワイ トカラーを含 む社員全体)に 対する対応 と

バブル崩壊後の対応 には見事なまでの共通点が存在 し,戦 略策定の責任者で

ある トップ ・マネジメン トの見通 しの甘 さ,洞 察の甘さがそのまま労働側 に

犠牲 を強いる形になっていることである。 トップ ・マネジメン トが トップ ・

マネジメン トた り得 るのは,国 際的な判断力 とそれに基づ く優れた戦略的決

定をなし得ることであ り,そ の意味では,自 らの責任を明確にすることこそ

第一義的に重要であ り,自 らの責任 を回避 した まま,他 に犠牲 を強いること

などもってのほか と言わざるをえない。第3に は,以 上あげてきた数え切れ

ないほどの政治,経 済面での摩擦が決 して無関連に生 じているわけではな く,

さらに掘 り下げて洞察する場合,実 は,そ れ らが相互に密接 に絡み合 いなが

ら生起 しているということであり,同 時に,そ こでの大 きな流れ,本 質を掴
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むことがいかに大切であるか ということである。さらに加 えるならば,円 高

は日本の貿易収支の大幅黒 という条件が大 きく変化 した場合,円 安 に振れる

ことも十分にあ り得 ることを意味 してお り,輸 出の主体である在来型製造業

の実質的空洞化が進行する場合,1970年 代,80年 代の米国の ドル安再現 もあ

り得ることをも想定 してお く必要があることも,併 せて指摘 してお きたい。

筆者 としては,日 本企業の問題解決の努力 は十分 に評価 している積 りであ

るが,そ の評価は評価 として,日 本および日本企業 を一旦突き放 した上で,

客観的に眺めることもまた不可欠であることを強調 してお く。

4.日 本企業の構造的諸問題 とそれへの対応

現在,日 本企業が抱 えている構造的問題なるものは一見国内的な問題であ

るかに見えるもの も含めて,す べて国際的なレベルで生起 しているというこ

とであ り,こ れ らの問題は国際的な視点から解決 されねばならない。 その意

味で,日 本お よび日本企業の国際的不適合,そ の背後 にある国際感覚の欠如

を引き出 した自由貿易体制への認識の検討か ら始めることが有効であろう。

1)自 由貿易体制は所与か

われわれ 日本人 は自由貿易体制 を 「所与」 として受 け止める習癖があるよ

うであるが,元 来,自 由貿易体制は実に脆 く,壊 れやすいものであ り,世 界

の歴史の中で もご く僅かな期間 しか存続 し得ていないこと,そ れだけに,自

由貿易体制 を維持 して行 くためには誰かがそれ を守 らなければならない。第

一次
,第 二次大戦 ともこの自由貿易体制の崩壊 と大 きな相関があ り,欧 米諸

国は身に滲みてその恐ろしさを知っているため,決 して円滑に とは言 えない

ものの,最 終的には自由貿易体制の決定的な崩壊を回避するという基本的姿

勢 を採 っているのが実状である。

自由貿易体制 は誰かによって守 られなければならないが,そ れによって最
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大の利益 を得ているものが まず率先 して自らの血 を流しなが ら守 り抜 くべ き

ものであることを銘記すべ きである。今 まさに,そ の使命,役 割 は日本,お

よび,日 本企業 に提示されていることに気がつ く必要がある。 これは政府の

役割であって,個 々の企業の役割ではないといった言い訳で済 まされるもの

ではな く,個 々の企業が業界活動をも含めて,自 由貿易体制の遵守 を第一義

的に考 えて,そ の枠内で積極的に事業活動 を展開するといった姿勢が何よ り

も必要である。遅ればせなが ら,こ のことに気付 き始 めた日本企業 も登場 し

つつあ り,現 在の自動車企業の実態 も時間 こそ掛かったが,よ うや くその域

に入 ってきたようである。

その自動車の場合 も,米 国主導の外圧によってその対応が始動するに至っ

ているが,自 由貿易体制上,国 内市場は閉ざ したまま,輸 出は当然 といった

対応 は早晩,重 大 な問題 を抱 え込むことになることは当然の ことである。自

動車の場合,米 国企業の稚拙な輸出 と日本企業の精緻 な輸出が対照的である

が,日 本企業の 「良い商品を安 く提供 してどこが悪い」 とい うロジックは米

国政府の 「多少悪 くて も,ま た,高 くても,自 国での雇用の創出につながる

ならば,国 は閉ざさざるを得ない,こ のことは日本で もやっていることでは

ないか」 とい うロジックと真正面か ら対立することになる。

いずれにせよ,日 本政府および日本企業の国際的感覚の欠如は際立ってお

り,国 際的な対応 において,「 場当た り的,木 を見て森 を見ず」型の対応が 目

立つ。 この対応の抜本的な是正 こそ,日 本政府および企業の活 きる道につな

がることだけは確かである。 もとより,こ こで,日 本政府 に比較す る場合,

常 に日本企業の動 きの方がはるかに迅速であ り,す でに新 しい胎動 を通 して,

日本 を離れて も世界的に活 きることのできる日本企業 も出現 し始めているこ

とは注目に値する。

2)産 業の空洞化 を阻止する方策は?

現在,日 本企業が直面 し,緊 急 に解決 を迫 られている課題 としては,産 業
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の空洞化がある。2,3年 前,日 産座間工場の閉鎖問題がバ ブルの崩壊 と関

連づけて語 られたこともあるが,そ の場合,バ ブル崩壊 は単 なる引き金 とし

て機能 しただけで,真 因は別 にあった ということができる。

日本企業が対 日輸入規制への対応 として,あ るいは,現 地市場への一層の

浸透 を目指 して大々的 に海外生産 を実施する場合,こ れまで 「世界の工場」

として機能 してきた日本国内での生産拠点の整理,縮 小 は当然の成 りゆきと

言 うことができる。 もし,こ れまで海外生産拠点の増設が国内生産拠点の整

理なしに進行 してきた とすれば,国 内生産拠点の整理,縮 小 は必至であり,

まして,現 地市場への供給はすべて現地生産 によってカバーするとい うとこ

図一4商 品輸出を基軸とした国際化
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うまで くれば,日 本国内での生産拠点の規模 は限 りな く国内市場の枠に近づ

かざるを得な くなるのは当然の ことである。

「成長メカニズム」が十分 に機能 していた輸出至上主義の段階では
,当 然の

ことなが ら,日 本企業 は世界市場の上 に乗 っかっていた と言 うことができ
,

現地販売拠点 を除き,生 産拠点,R&D拠 点,財 務拠点,人 事・労務のための

拠点,さ らには,本 社 までを日本一国に集中 していたと言 うことができる
。

この点 については,「 図 一4商 品輸出を基軸 とした国際化」を参照された

いo

すべての戦略が本社で策定,実 施 され,現 地単位(現 地販売子会社)が 単

に本社で策定 された戦略を執行するのみの事業単位 として位置づけられてい

たのはまさしくこの時期であった。

本論か ら外れるが,日 本企業の戦略 と組織 に関心を持つ米国人研究者(例

えば,C.A,バ ー トレッ ト,M .E.ポ0タ ー,T.レ ビッ トな ど)が 日本

企業の戦略,組 織の特徴 を 「グローバル型」 として把握 しているのはこの段

階での 日本企業を対象 として考察 した結果 と言 うことがで きる。各研究者 と

も,「グローバル型」を国境 を超 えて製品が標準化 されていること,お よび,市

場へのアプローチが標準化 されていることを挙げているが,上 記の段階での

日本企業を考察する場合,日 本企業が 日本生産立地で生産 した製品をそれ を

受 け入れて くれるすべての海外市場に向けて輸出し,当 該製品の 「世界の工

場」 としての位置づけを確立 し得た ことを反映 したもの と言 うことができる
。

話題 を本論に戻す と,日 本企業が販売面の国際化,言 い換えれば,商 品輸

出に留 まっている段階では,販 売拠点の一部が海外 に進出 しているに留 まり
,

生産,財 務,人 事 ・労務面 に関する拠点,お よび,本 社がすべて日本 に集 中

していたわけで,こ の状態が ごく最近 まで継続 して きた ことに留意すれば
,

ここで 「産業の空洞化」を議論す る場合には,き わめて慎重な配慮が必要 と

なる。

かつて,野 村総研が米国産業の空洞化 について検討を加えていた時
,筆 者
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も意見を求められたことがあるが,そ の時点で,産 業の空洞化 という場合,

そこでの産業 は一次,二 次,三 次産業のすべてを含む ものであること・二次

産業が海外流出,自 然消滅 によって大 きく衰退 した としても,そ の衰退分を

超 える部分が他の産業,例 えば,三 次産業でカバーされているとすれば,産

業の空洞化 という表現は適切ではない こと,そ の場合 には,二 次産業,な い

し,製 造業の空洞化 という表現がよ り適切であるという点を指摘 しておいた。

日本 における産業の空洞化 を議論する場合には,以 下の点に特 に留意する

必要がある。

その第1は 日本 における生産拠点の過度の集中の問題である。特 に・「世界

の工場」 としての役割 を演 じた製造業を中核 とす る二次産業の場合・当然の

ことなが ら,生 産拠点の過度の集中が見 られることになる。 しか し,こ の過

度の集中分が早晩 日本か ら外 されざるを得ないことは当然の ことであり,過

度の集中分が どれだけなのかを確定 しなければ,空 洞化の議論は甘 くならざ

るを得ない。その場合,世 界市場規模ではな く,国 内市場規模が過度か否か

の基準 とならざるを得ないはずである。

その第2は 過剰分 を除いた製造業についての産業規模 を基準にして,製 造

業 における海外流出分,国 内での自然淘汰分 を加 えた消失分 を製造業 におけ

る新規投入分でカバーで きなければ,少 な くともs製 造業の空洞化 は必至 と

言 うことができる。 コス ト面での国際的比較優位 を失った 日本生産立地にお

いては,価 格 を切札 にせざるを得ない標準化 ・平準化製品の生産を行ってき

た在来型製造業は海外に流出するか,国 内に留 まって自然消滅 を待つか とい

う危機に直面 している。

在来型製造業 をこの危機か ら救 うためには,日 本立地でのコス ト面での比

較優位の回復以外には道はないが,そ の こと自体,現 状ではきわめて困難な

ことである。 日本立地でのコス ト面での国際的比較優位喪失の背景には,円

高(プ ラス,マ イナス両面の効果),国 際的にみて異常に高いコス ト・価格体

系が問題 となるが,こ れについては,後 に言及する。
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その意味では,日 本生産立地の活用のためには
,標 準化 ・平準化製品か ら

の脱皮以外に道 はない。言い換えると,コ ス ト面での国際比較優位 に替 えて,

R&D面 での国際比較優位 を追求する以外 に道がないことを示 している
。 こ

の点 についても,後 にさらに詳論する。

上記のことを考 え併せると,製 造業の空洞化は在来型の製造業 を中心にこ

れか らもなお進行するとみるのが妥当であ り
,新 規の製造業の立ち上が りを

待っしかない。

その第3は 製造業以外の産業分野,特 に,三 次産業の分野でどの程度の新

規投入分が期待できるか という問題である。高齢化社会,主 婦の社会進出等,

今後のライフスタイルの変化 によって,あ る程度の新規投入は期待可能であ

ろうが,自 然淘汰部分の大 きさと比較 して余 り多 くは期待で きないというの

が実状 である。

もとより,長 期的にみると,情 報 ・通信関連のサー ビス分野 での立ち上が

りの条件 は次第 に整備 されつつあ り,新 しいタイプの三次産業の台頭が望 ま

れる。 また,日 本ほど急 ピッチで高齢化社会 に突入 した国は世界で も稀であ

り,こ の条件 をフルに活用 して福祉産業 を立ち上 げる場合
,「 日本にPLCの

起点を もつ製品,サ ービス,シ ステム」の開発 も十分に可能 となろう
。

3)日 本生産立地活用の道

「生産立地転換のサイクル」に即 して考 えてみれば,コ ス ト面での国際比較

優位 を求めてその生産立地は移行 することになるが,こ れはすべての製品に

当てはまるものではな く,そ こでは,「コス ト面での国際比較優位 を求 めなけ

ればな らない製品 とはいかなる製品か」が問題 となる
。

結論から先に言うと,そ れは 「標準化・平準化」された製品である
。「標準

化 ・平準化」製品は競争他社の製品 との実質的な差別化が存在 しないため
,

当然のことなが ら,価 格が競争の切札 とならざるをえない。価格切札 の製品

の場合,コ ス ト面での国際比較優位が求め られるのは当然のことである
。
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図一5日 本企業の技術導入のタイミング

導入期 成長前期 成長後期 成熟期 衰退期

米国にPLCの 起点 を持つ製 品」 の 「米 国 で のPLC」
「日本 で のPLC」
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「技術導入のタイミングの前倒し」(成 熟段階か ら導入段階に向けて)

*有 利な導入技術源の枯渇化(標 準化 ・平準化技術は買い手に有利)

*技 術蓄積の進展

*企 業化精神(世 界一の製品を目指す一 「追い付き,追 い越せ」)

もとより,「標準化・平準化」製品 という場合,そ れが直 ちにコス ト面での

国際比較優位の追求 に結びつ くものではない。製品の標準化 ・平準化が国内

レベルで達成された場合,コ ス ト面での比較優位の追求 は国内レベルで生 じ

ることになる。 コス ト面での国際比較優位が問題 となるのは,当 該製品の生

産立地が海外 に移転 した段階か らである。

この ことを 「図 一2成 長メカニズム」における 「ボックス2」 を引用 し

ながら,解 説 してみよう。技術導入のタイ ミングが米国でのPLC上 成長後期

ないし成熟期にある場合(「図 一5日 本企業の技術導入のタイ ミング」),日

本企業 は米国内ですでに標準化 ・平準化が進行 した製品を引継 ぎ,生 産 を開

始することになるが,技 術導入によって,直 ちに,日 米の技術 ギャップが解
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図一6PLC上 の賭特性

導入期 成長前期 成長後期 成熟期 衰退期

不確実性の大きさ

・製品 大 小

・市場 大 小

・製造 大(小 への移行は最後)小

製品 ・技術特性 未標準化 標準化

未平準化 平準化

生産方式 手工業 大量生産

競争特性
・P,Mの 関係P<MP>M

P:生 産規模,M:市 場規模

・競争企業数 単独OR小 増加 急激に増加

・差別化 実質的差別化 形式的差別化

消 され るわけではな く,そ の意味で,日 本企業 はその技術 ギャップからくる

品質,性 能上の劣位 を補 うべ く低価格を一層の切札 として,「低品質 ・低価格」

製品で米国企業 と競合することになる。 この場合,標 準化 ・平準化 にっいて

の理解 としてはs米 国での標準化 ・平準化がべ一スであ り
,厳 密には,日 米

間での平準化は完全には満た されていなか った と見 るべ きである。

しか し,そ の後,日 本企業 は量産体制を軸 とする技術導入から必然的に導

かれる 「国内生産規模〉国内市場規模」によって,日 本企業同士の過当競争

に巻 き込 まれ,激 しい品質,性 能競争 を経て,日 米間の技術ギャップを解消,

逆転するに至 る。その場合,日 本企業グループ内でより高いレベルで標準化・

平準化が成立 し,こ れをべ一ス として新たな水準で標準化 ・平準化が定着 し
,

米国をべ一ス とするそれは後退を迫 られ ることになった。

日本企業が颪面している構造的諸問題29



この関係は日本企業 と新たに台頭 した台湾企業,韓 国企業,さ らには,そ

れに続いて立ち上が りつつあるアジアNIES企 業 との間 にも見 られる。現

在,日 本企業グループ間で成立 した標準化 ・平準化 は国際的なべ一ス として

機能 してお り,ア ジアNIES企 業 はかっての日本企業 と同様,技 術ギャップ

をカバーするための低価格切札で対応 してい る段階にあると考えてよい。 こ

れ らの技術ギャップはさらに縮小,解 消,時 には,逆 転の道 を辿 ることにな

ろう。

日本生産立地が コス ト面での国際比較優位 を喪失 しつつある以上・標準

化 ・平準化製品の生産 を軸 とした在来型製造業は消滅の道を辿 るしかない。

日本立地がコス ト面での国際比較劣位に陥ったということは在来型製造業の

輸出競争力が喪失するといった問題に留 まらない。コス ト面での国際比較優

位 を求めての海外への流出が進行することは必然である。 しか し,事 態の悪

化 はそれだけに留まらない。 日本市場の開放が進む場合,日 本市場 は外国勢

の格好の猟場,草 刈場 と化 し,在 来型製造業 はさらに追い打ち的なダメージ

を蒙 ることになる。

この様 な状況の もとで,日 本立地において,在 来型製造業の海外流失,自

然消滅,さ らには,外 国勢による日本市場の蚕食 を0時 的にで も,ま た,多

少で も喰い止め,そ の延命 を図るためには,日 本でのコス ト面での国際比較

劣位 を修復するためのいかなる努力 も惜 しんではならない。ここでは,コ ス

ト面での国際比較優位の喪失の原因を徹底的に洗 い直 し,対 策を講 じるしか

ない。コス ト面での国際比較優位の回復は最大の急務 と言 えるが,現 状では

余 り多 くを期待で きないこともまた事実である。

日本立地が コス ト面での国際比較劣位 に陥った状態で,価 格切札の製品を

生産 した として も,そ の製品は価格競争力なしの状態に陥ることは明 らかで

ある。 ここでは,「 日本立地で生産 しうる製品 とは?」 という逆の視点か ら入

るのが有効である。その場合,答 は明快である。要するに,低 価格 を切札に

しないで済む製品の開発,さ らに言 うならば,価 格設定の自由裁量度の大 き
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い製品の開発,生 産 ということになる
。 しか し,価 格設定の自由裁量度が大

きい製品 ということになると,な まじっかな差別化では間に合わない
。競争

他社が追いつこうとして も時間が掛か り,な かなか追いつけないほ どの実質

的な差別化が要求 される。 この ことをさらに突 き詰めると
,コ ス ト面での国

際比較優位に替えて,自 主開発,R&D面 での国際比較優位 を活か した製造業

への構造転換以外 に道はないということになる
。その内容 としては,品 質面,

性能面でずば抜けた水準 にある製品 とか,独 占的かつ革新的な技術の裏付 け

を持つ製品 とか,革 新的な二〇ズに対 し高技術 をもって対応 している製品 と

かが考えられ る。いずれにせよ,世 界 に先駆 けての自主開発 こそ,そ れ らの

製品,サ ー ビスを産 み出す原動力 となるはずであるが
,そ の実現には,こ れ

また道遠 しの感がある。

いずれにせよ・ 日本生産立地の有効な活用への道は実に険 しく
t難 問が山

積 している。「木を見て森 を見ず」,ま さに場当た り的対応 に終始 し
,事 態を

ここに至 らしめた責任は誰が とるのか,「政」一 「官」一 「業」 という鉄の ト

ライアングルを形成 し,規 制,保 護の枠の中で
,既 得権 を守 ることに汲々 と

して きた責任はどうとるのか,ま た,日 本の生活者を蚊帳の外に押 し出すこ

とにより,ぬ くぬ くと甘い汁を吸ってきた責任 はどうとるのか
,そ の責任の

大半は日本政府,ひ いては,そ の規制 と保護 をよいことに既得権の放棄 を渋

ってきた日本企業 にあ り,今 後 どう対応するのか
,注 意深 く見守 ってい く必

要がある。

上記の問題 はコス ト面での国際比較優位の喪失の背景 について考察する場

合,一 層明 らか となる。 日本立地か らコス ト面での国際比較優位 を奪 った元

凶 として,し ばしば大幅な円高 とその恒常化が挙 げられるが
,そ のこと以上

に,国 際的水準に照 らしてのわが国の価格,コ ス ト体系の異常 な高さを見逃

す ことはで きない。大幅な円高 とその恒常化 についての私の基本的見解 はす

でに提示 しておいたが,わ が国の価格,コ ス ト体系の異常 さについても是非

考察 してお く必要がある。
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4)わ が国の異常に高い価格 ・コス ト体系の問題点

日本の価格体系,コ ス ト体系を異常 なまでに高めている最大の要因は 「競

争」に関わ る要因である.日 本においては,こ れまで長い間・外国か らの参

入を阻害する様々な対外規制が存在 し,か っ,そ れ と連動する形で,対 国内

規制,規 制,制 度,慣 行ががんじがらめに取 り巻いているという姿力§あらゆ

る面で見受 けられる。それを反映 して,こ れ まで長 い間,日 本市場 は日本企

業の独占市場 として位置づけられてきた。 これ らの規制 を実施す る側の日本

政府,規 制 と同時 に手厚い保護 を受 ける日本企業の間では,双 方にとって,

実に居心地の良い状態が継続 し,「政」一 「官」一 「財 ない し業」の間で鉄の

トライアングルが確立 していた ことに留意すべきである。この状況の下で,

独 占禁止法,公 正取引法の適用が甘い となれば,結 果的に 「日本市場」にお

ける 「競争」は大 きく制約 されることにならざるを得ない。

本来,「 政」一 「官」一 「業」という鉄の トライアングルの真ん中に,生 活

者が配置され るべ きであるが,こ の生活者が外 にはじき出され,蚊 帳の外 と

い う状態 におかれていること,こ れが政 ・官 ・業の問題解決努力を著 しく遅

らせる最大の原因になっていることを忘れてはならない。

一一般に,日 本企業間では過当競争 とも称 されるきわめてシビアーな競争が

存在するとされるが,こ のシビアーな競争は,少 な くとも,日 本市場におい

ては,品 質,性 能のレベルアップ競争 に焦点が合わされてお り,価 格 に関し

ては,決 してシビアーではなかった というのが実態である。 日本市場では,

むしろ,企 業間の談合体質が問題 とな り,談 合的価格設定 は何 もゼネコンの

みに留 まらず,多 くの分野に散見されるものである。

ここで筆者が言いたいのは,外 圧,特 に米国からの圧力 は徐々にではある

が,確 実に日本 を取 りま く壁 を崩壊 させつつあり,規 制の緩和,撤 廃は必至

の方向にあるということであ り,筆 者が もっ とも危惧するのは,日 本政府,

日本企業が もしこれまでのコス ト・価格体系の是正に全力を挙 げて努力 しな

い場合,日 本市場の開放,規 制撤廃の動 きに合わせて,日 本市場 は外国勢(日
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系企業 も含 む)の 格好の猟場,草 刈場 となることである
。

この ことについては,大 変興味深い前例がある
。それは米国での寡占体制

とその決定的弱点に典型的に示 されている。

1970,80年 代の米国市場で,日 本企業は広範な製品分野 にわたって米国企

業 を圧倒 したが,そ の場合の米国市場の もっていた背景,特 質が今 日の日本

市場のそれ と余 りにも酷似 しているという点に注 目する必要がある
。

すなわち,多 くの産業分野で,米 国企業 は寡占体制一寡占価格の中に逃 げ

込んできたが,こ の一国寡占なるものは外国勢の参入 に対 しては無力であ り
,

袋小路への逃 げ込みを意味 していた。

米国のマーケティングはしば しば寡 占体制下のマーケティング という形で

問題 とされるが,寡 占体制なるものが果たして有効競争(WorkableCompe -

tition)を保証 し得 るものであるのか,大 いに疑問であ り,企 業のコス トダゥ

ン努力の手抜 きを始めに個々のマネジメン ト
,さ らには,マ ネジメン ト全体

への安易な対応・顧客のニーズの無視 と傲慢な対応が 目立 っている
。 その意

味では,あ えて極論すれば,寡 占体制下のマーケティングは 「外国勢に敗北

するためのマーケティング」 という様相 を呈 していた ことに注目してお く必

要がある。

当初,日 本企業は米国市場 に向けて 「低品質 ・低価格」製品で参入するの

が一般的であり,他 方,こ の段階では,米 国企業は 「高品質 ・高価格」製品

市場をターゲッ トとしていたため,相 互の棲 み分けが可能であったが
,日 本

企業が徹底 した品質,性 能のアップを図 り,コ ス ト面での国際比較優位を背

景に,こ れ までの 「低品質 ・低価格」製品に替えて 「高品質 ・低価格」製品

を供給するようになると,日 米両企業 は同 じマーケッ ト・ターゲッ トで真正

面か ら競合することになった。そこでは,両 企業間の技術ギャップ
sさ らに

は,品 質,性 能面の差異がな くなってお り,そ の競合 は 「標準化 ・平準化」

製品間での競合を意味 している。そ こでは,当 然の事なが ら,価 格が競争の

切札 とな らざるを得 ない。品質,性 能面で差異がな くて,日 本企業の製品の
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方が価格面で有利 ということになれば,競 争の結果 は明 らかである。米国企

業が米国で確保 していたマーケ ット・セグメン トは日本企業の格好の猟場,

草狩場 と化 した。価格切札の製品 というならば,米 国企業はなぜ価格を切 り

下げることにより対応 しなかったのか という疑問が残 る。そ こでのキーワー

ドは 「寡 占体制」である。

そこで,米 国内での寡占体制の形成過程を簡潔に考察 してみよう。米国企

業間で製品の 「標準化 ・平準化」が進行すると,当 然のことなが ら,マ ーケ

ティング ・ツールの中で,価 格が前面に躍 り出て くる。 しかも,多 くの場合,

後発企業が価格競争の引き金 をひ くのが一般的である。PLC上 成長後期 に後

発 として参入するような企業の場合,利 益のお こぼれにあずかろうとして,

「時間」 も,「金」 も準備 しないまま参入 して くるのが一般的であ り,ま た,

この様 な企業の場合,マ ーケティング ・ツールのすべてにおいて先発 よりも

劣位 にあるのが通例である。例 えば,「 製品」とか 「チャネル」で優位に立 と

うとすれば,大 変 な 「時間」 と 「金」が掛かることになるし,「 セールスマ

ン,売 り子」で優位 に立 とうとすれば,こ れまた 「時間」,「金」が必要であ

り,「広告 ・宣伝」 とか 「景品付 き販売」の場合,「 時間」は ともか くとして,

「金」は必要であり,「金」 も 「時間」 も準備 しないで参入 してきた後発企業

は これらのツールを使 うことは不可能である。 これ らの企業の場合,「 金」も

「時間」も必要 としない 「価格」を競争のツール として使わざるを得ない事態

に追い込 まれ ることになる。

「価格」は隣合 って競合 しているスーパーや量販店などで,客 寄せの 目玉商

品の値付けにおいて,隣 を覗 き見 しては常に隣 よりも安い価格 をつけ合い,

値下げ競争になって しまうといった例 にも見 られるように,価 格で優位 を得

るために,値 下 げに時間 も金 も掛か らないという特質を備えていることに注

目されたい。

標準化 ・平準化製品において,供 給過剰現象が生 じた場合,価 格が最大の

武器 となることは当然 として,そ の上,価 格切 り下げ以外に方策 を持たない
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後発企業がその引き金 を引 暢 合,コ ス ト1ご関係な く価格が下がるという恐

ろしい事態が もたらされることになる。後発企業が当該製品分野からの撤収

を図 る場合,価 格の下落 は止め どな く進行す る
。 このことはコス トダウンを

規定 しているファクタ.__..とプライスダウンを規定 しているファクタ_が 異な

るということを示 している。 もとよ り,プ ライスダウンが進行すればa当 然

の ことなが らコス トダウン努力が図 られるが
,こ の努力 も平準化せざるを得

ない。 この段階で,「 出血的価格競争」が前面に押 し出される
。「出血的価格

競争」が進行すれば,「 弱者の淘汰」が進み,そ の結果,「 何 らかの合意が成

立 し得 る一定の企業数」 にまで参加企業が減少すると
,そ の合意 は 「出血的

価格競争」を止めることに向けてなされるのは自然の成 り行 きである
。 この

合意成立の基盤 となった体制が 「寡 占体制」 と呼ばれ
,合 意 された価格水準

{生 き残 った最下位の企業(限 界企業)が 存続 し得 る価格水準}が 「寡占価格」

と呼ばれている。

米国では,多 くの分野で寡占体制が成立 しているが
,そ の製品分野に参入

す るのが 「米国に生産拠点 をもつ米国企業」だけに限 られている場合
,当 然,

寡 占体制は維持 され得るが,自 由貿易体制の下で,外 国勢の参入が許容 され

てお り,か つ,そ の外国勢が米国生産立地 よりもコス ト面での国際比較優位

を具備 した生産立地を利用 して,価 格 を切札 として参入 して くる場合
,米 国

での寡占体制 は簡単 に崩壊するということである
。そこでは,価 格切札 とい

う標準化 ・平準化製品の特性が再度 クローズア ップされることになる
。 この

ことが一国寡占が持つ致命的な脆 さということになる
。

ここで,外 国勢 としての役割 を見事なまでに演 じたのが 日本企業であるこ

とを思い起 こすな らば,明 日はわが身,米 国市場で起 きた決定的事態が所 を

変えて,日 本市場で も間違いな く起 きることは容易に想像で きるはずである
。

この寡占体制下での米国企業が きわめて安易な経営 に陥 り
,顧 客 に対 して

も実に傲慢 であったことは外国勢の浸透 を一層容易にしてお り
,こ のことは

自動車産業 にも,鉄 鋼企業にもきわめて典型的な形で見 ることがで きる
。
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例 えば,自 動車産業の場合,米 国企業の顧客 に対する傲慢 さは外国企業が

小型車に参入するまで何等手を打つことがなかったばか りか,「米国人は大型

車が浦 き」とばか りに米国人顧客のニーズをマーケット・リサーチ会社 を

も抱え込んで完全 に無視 したことにも現れている。そこでは,「自動車の売上

数量が一定であれば,マ ージンの大 きい大型車が有利であり・小型車への進

出は不利」 とい う思惑が丸見えである。 ここには,明 らかに錯誤,こ じつけ

がある。 このことは 「売上数量0定 」 という読みの誤 りを導き,現 実に,外

国勢(最 初,VW,そ の後,日 本企業)に よって小型車が投入 されることによ

り,一一家に2台,3台 といった新 しい事態の出現 につながっている。VWの

場合,米 国の車が航空機であるとすれば,VWの 車はヘ リコプターであると

いった機能の違いを強調 して売 り込んだ実績がある。小型車が提供 されるな

らば,ア メリカ人 は小型車 にも乗るということが実証される結果 となったわ

けである0

最近,米 国の自動車企業 などを先頭 に米国企業の巻 き返 しが見 られるが,

その本格的な展開はなお先のこととしても,こ の急場 を見事に切 り抜 けた米

国に学ぶ点 はきわめて大 きいはずである。

話題 を再び日本の異常なコス ト・価格体系に戻す ことにしたい。「競争」 と

並んで,そ れを支 えてきた今一つの大 きな要因は 「市場」である。日本の高

価格水準 を受け止めて きたのは日本の市場であること,こ のこともまた忘れ

るべ きではない。消費財の場合,「 市場」は消費者であり,生 活者である。日

本の消費者 は品質 にはシビアーであるが,価 格にはきわめて鈍感である と外

国人を含めて言われることがしばしばである。 これにはy日 本企業の過剰な

までの啓蒙が功 を奏 していると言 うこともで きよう。 日本の企業は製造業,

商業を問わず,国 内価格を高水準に維持することには並々ならぬ努力を払っ

てお り,特 に,こ の ことは消費財メーカーの場合,顕 著に見 られる現象である。

日本企業の場合,価 格の維持ないし引 き上げを図るため,必 要以上の品質,

性能のレベルアップ,あ るいは,新 しい機能の追加,さ らには,そ れをフル
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セッ トで販売するといった,今 日問題 とされている過剰品質問題につながる

ような対応が頻繁になされてきたことも忘れるべ きではない
。 これは前述 し

た 「品質 にはシビアーであるが,価 格に鈍感」 という日本人の消費者の習癖

への便乗 という面が強 く,消 費者のニーズは大幅に無視 される結果 となって

いる。

筆者自身,す でに数年前に,こ の点については,『 経済摩擦 と多国籍企業』

(同文舘,1988年)に 収録の論文(日 本企業の成長行動 と経済摩擦)の 中で論

述 しているので,そ の一部(pp .42-4)を 再録 しておきたい。

『これ らの国際的不適合 は日本の永年 にわたる閉鎖性 に起因するところ

大であるが,今 や,こ の 日本の閉鎖性のメ リットを放棄せざるを得ない段

階に入ったことは疑問の余地がない。近年,こ れ らの不適合 は次第 に是正

されつつあるが,こ れ らは外国からの圧力 によるものが多 く
,決 して日本

人消費者の利益 を考 えての ことではない。 この日本の閉鎖性,国 際的不適

合の例 は円高が もつメ リットの消費者への還流が遅々 として進 まないこと

に端的に現れている。 これ までも円高の進行過程で
,そ のデメ リッ トのみ

が強調され,円 高のメ リッ トには頬被 りといった面が明 らかに見 られた
。

……中略……最近
,大 幅な円高の恒常化によって,日 本か らの輸出品の 日

本への逆流 とか・バ ドワイザー,ク アーズなど外国産 ビールを180円 で得る

店な どの出現によって,こ れ まで高水準 に維持 されてきた日本国内の価格

水準が大 きく崩れ ようとしている。1970年 当時の$1=¥360か ら見 る と
,

今日の対円 レー トは1/3以 下で,多 少の上下動 はあったとして も
,一 貫 し

て円高傾向にあ り,こ れ まで 日本企業の手によって
,こ の円高に対する積

極的な国内対応が見 られなかった ことは日本企業の怠慢以外の何物で もな

い。この様 に議論 を進 める場合,「国内価格体系の維持 は消費者のためで も

ある」 という日本企業の反論が直ちに聞 こえて くるが,こ の反論 もまこと

にKtlL弁臭 いといわざるを得ない。今後,近 き将来,海 外でも生活できる日

本人が多数 を占る時代の到来は目に見えてお り,そ こでは,日 本が住みに
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くければ,住 み替 えも行われ るわけで,そ の段階に入 ると,消 費者ひいて

は市民を説得できるロジックを持つ ことこそ日本企業 に与 えられた課題 と

言 うことができ,こ の課題 は日本企業ひいては日本政府が 日本 をいかに住

み易い場所 にす るか という課題 に置 き換 えることができよう。日本企業 も

日本政府 も日本の閉鎖性,国 際不適合 に対する外圧の高 まりによって四苦

八苦 しているが,こ の外圧が外国の単なるエゴではな く,日 本の大多数の

消費者,市 民の利益 につながる場合,外 圧 は外圧 に留 まらず,内 圧をも引

き出すことになることを覚悟 してお く必要がある。 日本の消費者および市

民は日本政府,日 本企業が予想 しているよりもはるかに速やかに国際性 と

賢明 さを身に付 けつつあり,い つまで も以前 と同 じ対応を行 う場合,手 痛

いしっぺ返 しが待 っていることを忘れてはな らない。』

筆者の ここで特に強調 したかったのは,日 本政府および日本企業の対消費

者,対 市民対応が余 りにもずさんであること,特 に,国 際的不適合の源泉 と

なった 「政」一 「官」一 「業」の鉄の トライアングルが消費者,市 民の利益

を大 きく阻害 しているが これが何時 まで も許容 されるものではないというこ

とであった。日本人消費者,ユ ーザーの国際面に関する無知,お 人好 しに便

乗 した対応は,高 価格の押 し付 けは言うまで もないこと,品 質面で も,安 全

面で も,日 本か らの輸出製品に早 くか ら施 されているさまざまな対応が 日本

国内では完全にね ぐられてきたこととか,PL法 の遅 く,か つ,粗 雑な施行な

ど無数に近い事例 を挙 げることがで きる。

近年,よ うや く,「業」 と 「政・官」の対立構造が一つの兆 しとして現れ始

めていることは注 目しておいてよい。特 に,「 業」を中心 として,規 制破 り,

規則破 り,掟 破 り,制 度破 り,慣 行破 り,さ らには,型 破 りなどこれ までに

は到底考 えられなかった新 しい動 きがでてきた反面,こ れ らの企業 を単 に村

八分にす ることでは片が付かない事態が生起 している。む しろ,そ の動きに

ついて行 けない企 「業」の方が淘汰 されるという事態 までが生 じつっある。

今 日,問 題 となっている価格破壊の動 きはまさにその一例である。
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筆者 自身,ま だ価格破壊 と言 うには,実 態 はほど遠い もの と認識 している

が,価 格破壊の動 きは,全 商品を半額にするというダイエ0の 動 き等に典型

的に見 られる消費財関連中心から,日 本 自動車企業の日本製鋼板 に替 えての

韓国製鋼板の利用の動 きに見 られる生産貝欄 連へ と拡大 しつつあ り
,ま た3

日本企業の海外生産において も,こ れ までの海外生産が主 として 「現地市場

および第三国市場」志向 として,最 初か ら日本市場への持ち込みを回避する

方向でなされていたのに対 し,今 日では,日 本市場への持 ち込 みを第一義的

とする動 きが見 られ ることにも注 目してお く必要がある
。 これ らの狙 いがい

ずれ もコス ト面での国際比較優位をもつ海外生産立地併 り用 に置かれ
,か つs

日本の国際的にみた以上 に高いコス ト・価格体系によって導かれていること

は疑問の余地のないところである。今 日,日 本の場合,コ ス ト面での国際比

較劣位は著 しい ものがあ り,開 発途上国立地はもとよりのこと
,い わゆる先

進国立地 に対 しても劣位に陥っていることを銘記 されたい
.こ の段階では,

日本市場を狙い得 る外国勢 としては,純 然たる外国企業に加 えて,海 外立地

にある日本企業 も含 まれることになる。

もとより,「業」が規制破 り,掟 破 りなど新 しい動 きを示 し始めた とい
って

も,こ の動 きは 「政 ・官」による規制,保 護 による利益が失われつつある業

界を中心に見 られるものであ り,「政 ・官」の保護 ・規制の利益 をなお享受 し

得ている業界では旧態依然 とした状況 にあることも忘れてはならない
。

今 日,日 本企業が消費財,生 産財 を問わず,よ うや く重い腰 を上 げ,日 本

のコス ト・価格体系の是正に積極的に努力 し始 めた ことは適切 な選択 として

大いに評価 して しかるべきだ と考えるが,生 産立地の移行 による対応 という

ことでは,問 題解決は十分ではな く,日 本立地内での様々な分野での効率化,

生産性の向上による是正努力 も併せ行われ ることが肝要である
。

この様 に考えて くると,今 後の最大のネ ックはまさに日本の政府およびお

役所にある と言わざるを得ない。近年,在 日外国企業の日本脱出が積極的に

なされているが,そ の背景には,日 本が規制でがん じが らめに縛 られてお り,
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外国企業にとって,ビ ジネス ・チャンスを活かしうる道が乏 しいことに加 え

て,ア ジアの共通言語,す なわち,英 語,中 国語のいずれ も持ち合わせてい

ない ことが挙げられ よう。

日本企業 についても,購 買拠点,販 売拠点,生 産拠点,財 務拠点,人 事 ・

労務拠点,R&D拠 点,さ らには,本 社機能,キ旨令センターの機能の海外移転

を含めて,世 界的規模での展開に策定する段階に入 り,「政・官」 と一線を画

す る方向をも模索 し得る資格条件を備 え始めているのに対 し,日 本政府 は一

体何 をしているのか,あ るいは,何 をしたい と考えているのか何 も見えて こ

ない というのが実態である。 しか し,今 ほど,こ の面の抜本的な検討が迫 ら

れている時代はない。政府が現在なし得 ることは日本にいかにビジネスチャ

ンスを根づかせるかの一語 に尽きる。そのためには,自 らの既得権の放棄が

大前提 となる。自己保身のための施策に終止符 を打つべき時が きていること

の自覚が何 よりも必要である。日本市場の公開 しか り,が んじが らめの規制

の撤廃,緩 和 しか り,フ ェアー ・トレー ドの推進 しか り,こ れまでの産業優

先か ら生活者優先への方針の大転換 しか りである。近年,よ うや く,日 本で

の自主開発体制の強化をめぐって,基 礎研究体制の確立,強 化,ベ ンチャー

ビジネスの推進の動 きが見 られるようになったが,対 応がいかにも遅 いと言

わざるを得 ない。

この時点で,な お,公 共料金,高 速道路料金などの安易な値上 げを続々 と

図 るな ど一体何 を考 えているのか,判 断に苦 しむ愚行 としか言いようがない。

事態が この ままで推移する場合,日 本の製造業の空洞化 は行 き着 くところま

で行 くといって も過言ではない。日本が極東の一孤島に陥 り,ジ ャパ ン ・バ

ッシングか らジャパ ン ・パ ッシングの対象に転落 し,在 日外国企業,さ らに

は,国 際的 に活躍 し得 る能力 をもつ日本企業の日本脱出が進行 し,日 本 には,

「政・官」 と海外 に展開で きない脆弱な日本企業,貧 しい日本人だけが残 ると

いう事態に備 えて,政 府がなすべきこと,で きることは何かを検討する段階

に入 ったのではないだろうか。
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図一7日 本における日本企業の企業規模と市場規横の関係
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5)在 来型製造業の衰退 と雇用問題

世界市場の上に乗 っていた段階の 日本企業の図体 は必要以上に巨大であ り・

かつ,国 内市場が沈滞 している時は輸出 ドライブをかけるという形で,常 に

右上が りの成長線 を描 くことが可能であったが,こ れか らの 「日本における

日本企業」(単に日本企業 と呼ぶことでは十分ではなく,米 国における日本企

業,ECに おける日本企業,中 国における日本企業 といった表現が必要 となる

時代の到来)の 図体は国内市場規模 に合わせて,相 当大幅な圧縮が要求 され

ることになるはずである(「図 一7日 本 における日本企業の企業規模 と市場

規模の関係」 を参照の こと)。 しか も,前 述 したように,こ の国内市場 さえ,

外国勢(日 系をも含む)の 格好の猟場 と化すに至っては,そ の図体 を国内市

場規模,お よび,そ のビジネス ・サイクルに合わせて,常 に伸縮 自在にして

お く必要が出てきた ことを意味 している。これは日本企業 にとっての初めて

の経験 となろう。景気が回復すれば,す べてが元に戻ると言った錯覚 を持 っ

たまま,多 くを語 っている評論家が現在で もなお多数見受 けられるが,は っ

きり言ってあ り得ないことと言 う以外ない。例 えば,「 雇用」一っをとってみ

ても,こ れまで日本で創出された雇用機会 は輸出先での雇用を横取 りする形

で創出された ものであり,二 次産業,三 次産業を問わず・新 しいビジネスの

新規投入がなされない限 り,元 の状態,元 あった規模 に復元する可能性はあ

り得ないことを銘記すべ きである。 しか も,短 期間の間に新 しいビジネス,

特 に,自 主開発 によるビジネスの引 き起 こしがいかに困難であるかは過去が

証明 しているわけで,こ こしばらくは国内での景気回復があったとしても,

その復元はあ り得ない と考 えてお くべ きである。

筆者 自身,学 生への講義 を通 して再三再四強調 しているのは・「内定の学生

をホテルに缶詰にするなど夢の また夢」,「大学が レジャーセンターであった

時代の終焉」,「賃金の安い国の人材 とまった く同様の ことしかできない日本

の人材 は当然すげ替 えられる運命 にあること」,「成熟市場の条件を活用 し,イ

ノベイティブなシーズ,ニ ーズの探求に向けて独創性,創 造性 を発現 し得る
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人材 としての己啓発が必要不可欠であること」,「新卒への制度的採用の廃止

の方向への動 き」等々雇用条件 は厳 しさの一途 を辿 ることという点である。

さらには,こ れからの賃金,給 与は能力給的な特質が全面 に現れて くると

同時に,賃 金,給 与が物価 にスライ ドして上が ってきた経緯 を見 る限 り,今

後,物 価が下がる場合,賃 金,給 与が物価にスライ ドして下がることもあり

うることも考慮 してお く必要がある。物価 を半分 に下げることによってs給

与が実質的に倍増するといった ことはあ くまで も幻想で しかない し,そ れほ

ど雇用関係 は甘 くない。

ここで特 に注意 しておきたいのは}日 本の賃金,給 与水準は本当にそれほ

ど高いのか という問題である。大幅かつ急激 な円高の進行 は ドル表示におけ

る賃金,給 与水準を著 しく高めるのに役立 っている。 しか し,前 述 した よう

に,円 高に対 して無為無策のまま放置 しyし か も,円 高が物価,特 に,消 費

者物価に反映す る仕組みを持たず,そ のコス ト・価格体系,そ の反映 として

の物価が国際的 に異常 に高いまま放置され,か つ,コ ンスタン トに上昇する

に任せてきた日本で,た だ,ド ル表示での賃金,給 与水準での高 さを問題 に

してもナンセンスである。現在の賃金 ・給与水準の高 さが生活水準の高 さと

合致 しているとは到底考えられない。前述 したように,物 価水準が下がるな

らば,そ れにスライ ドして賃金 ・給与水準が下がることは許容範囲内である

が,物 価が下がるのに先行 して,国 際競争力のため という名分の もとで,賃

金 ・給与 を引 き下げることには問題が残 る。今後,こ の点での慎重な吟味が

必要であろう。

日本生産立地を有効に活用 し得 る道 を発見 し,実 行 しない限 り,将 来はな

い というのが実状 であ り,そ のためには,前 述 した ように,日 本立地がコス

ト面での国際比較優位 を喪失 した以上,価 格 を切札 とす る標準化 ・平準化製

品の生産は不可能であ り,日 本立地の再活用のためには,低 価格 を切札 にし

ないで済むR&D面 での国際比較優位 を基盤 とした自主開発,換 言すれば,

「日本 にPLCの 起点 を持つ製品」の開発 に全力を傾注することが絶対不可欠
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とな る。

6)自 主 開 発 体 制 強 化 の道

日本 企 業 のR&D特 性 は,ま ず,技 術 導入 に よるR&Dに 求 め られ る。日本

企業 は当初,技 術 導入,お よび,改 良 型R&Dを 軸 に して,R&Dを 展 開 した

が,そ の 後,徐 々 にで は あ るが,次 第 に,自 主 開発 型R&Dを も含 めて 展 開 さ

れ る要 に な った 。R&Dは 「R(Research)」&「D(Development)」 を意味

し,し か も,「 図 一8日 本 企 業 のR&D特 性 」に示 され る よ う に,こ れ まで

の 日本 企 業 の場 合,「D」 の ウエ イ トが 大 きいR&Dの 分 野 こ そ もっ と も得意

とす る とこ ろであ ったが,今 後 の 最 大 の課 題 は 「R」の ウエ イ トの大 きい分 野

へ の移 行 と充実 であ る。 日本企 業の場合,技 術 導入 の タ イ ミング を米 国 での

PLC上 成 熟 期 か ら成 長 期 へ,さ らに7導 入期 へ,続 い て,開 発 段 階 へ と前 倒

しす る こ とに よ り,効 率 大,リ ス ク小 を犠 牲 に しなが ら,オ リジ ナ リテ ィの

付 与 の 可 能 性 を探求 し,自 主 開 発 型R&Dに 移 行 し,「日本 にPLCの 起 点 を も

っ製 品 」 を増 や す こ とに努力 して きた。 しか し,そ れ に も拘 らず,世 界 に先

駆 けて の 自主 開発 とい う こ とにな ると,そ の イ ン フラ は米 国,西 欧 に比 較 し

て な お未 整 備 で あ る と言わ ざるを得 ない。

図一8日 本企業のR&D特 性
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米国企業が多数の製品,サ ービス,シ ステムを世界 に先駆 けて自主開発 し

てきた ということは周知の通 りである。 しか し,こ こで注意 しておきたいの

は,「 世界 に先駆 けての自主開発」とい う場合,そ こには混沌 として,形 をな

さないニーズがあるだけで,そ れ を試行錯誤 を通 して次第 に形ある具体的な

ニーズに転化するといった経過 を辿 りなが ら
,そ れを満たすための道具 ・手

段の開発につなげるということが要求されてお り,ソ フ トとハー ドが渾然0

体 をなしているのが通例 である。これに対 して,日 本企業の場合t「技術導入」

からスター トしたため,ニ ーズ自体が具体的に提示されていることはもちろ

んのこと,そ のニーズを満たすための具体的手段 としての製品それ自体
,す

なわち,ハ ー ドが先行す るのが一般的であった。「始 めにハー ドあ りき」であ

る。混沌 としたニーズの中か ら具体的なニーズを抽出 し,ハ ー ドとソフ トを

包摂 した充足手段 を自主開発するという点では,日 本企業はなお未熟である

と言わざるを得ない。例えば,最 近話題 となっているマルティ ・メディア関

係 にして も,米 国の場合,永 い試行錯誤の結果,す でにそのためのインフラ

が組 み上げられ,そ れを土台 として,そ の中か ら様々なビジネスチャンスが

生 まれつつあるが,そ こでは,「 何がで きるのか」,「何が したいのか」が試行

錯誤 を通 して問われ続 けてお り,そ の結果 として,ハ ー ドとソフ トの融合が

あるのに対 し,日 本の場合,米 国で具体的な形にまとまり,ビ ジネス として

成立を見た 「これがで きる」 という部分が入 って くるため,そ のためには,

このハー ドが必要であるといったハー ド先行型の対応にならざるを得ないの

が実態である。

「世界に先駆 けての自主開発」のためには,「R」,す なわち,基 礎研究の充

実 は絶対不可欠であるが,こ こで注意 しておきたいのは,こ れからの日本企

業にとっての自主開発型R&Dは 単にシーズ面からのそれだけではな く,ニ

ーズ面か らのそれが包含 されねばならない とい う点である
。

世界 に先駆 けての自主開発 という場合,例 えば,世 界に類のないほどの急

激な高齢化社会への突入 とい う日本の現在の状況は,日 本企業に とってまさ
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にその自主開発のチャンスを提供するもの と言える。高齢化社会が求めるニ

ーズを満たすための製品,サ ービス,シ ステムは無限であ り,ソ フ ト,ハ ー

ドを包含 した充足手段の自主開発 という点では,日 本 は実に恵 まれた状況に

あると言 うことができる。高齢者に向けての製品,サ ー ビス,シ ステムへの

ニー一ズについて言 うならば,現 在の 日本市場はその大 きさか ら見て も,個 人

の支払能力から見てもきわめて卓越 した水準にある。この場合 にも,「何が し

たいのか」,「何ができるのか」,「何 をしなければならないのか」 を過去の先

例,多 くの場合,欧 米の先例 にのみ頼ることな く,抜 本的に見直すことが必

要であり,こ れ らを「可能 とする要因」,「必要 とする要因」,「阻止す る要因」

「促進する要因」に照 らして検討 してい くことが有効である。 もとよ り,そ の

場合,生 活者最優先の基本線が大前提であ り,理 念 と情熱が要求 され ること

は当然の ことである。

今 日で も,外 国企業の多 くは日本人消費者の厳 しい目(価 格 を除 く)を パ

スした製品 は世界的に通用することを知 ってお り,商 品化研究の拠点 を日本

に持ち込む外国企業 も増 えつつあ り,こ の日本立地の優位性 を踏 まえて,自

主開発 を行 う場合,日 本がその面での世界の発信地 になることも可能である。

幸い,日 本企業の場合,自 主開発の条件 は徐々にではあるが整備 されつつ

あ り,あ る一定の時間をかければ,こ の ことも十分に可能 になるはずである。

しかし,そ の場合,こ れ まで,日 本自体が 「技術の体系的貯蔵庫」 として機

能 し,す べての日本企業がその恩恵に預かっていた ことを忘れるべきではな

い。 日本企業の海外進出が進み,標 準化 ・平準化技術が日本か ら切 り放 され

てバ ラバ ラになる場合,た とえ,個 々の 日本企業の世界的規模での技術管理

システムが構築された としても,「技術の体系的貯蔵庫」としてのメ リッ トは

喪失 し,復 元は不可能 となることも十分 に留意 してお く必要がある。この点

について十分な配慮,対 応 を行 うことも,自 主開発体制の基礎的条件である

ことを銘記 されたい。

しか も,こ こで注意 しておきたいのは,自 主開発 は日本でのみ行 う必要 は
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図一9経 営職 能面か らみ た国際化 とグローバル体制
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ないと言 うことである。日本の場合,技 術導入 を軸 として,R&Dが 進行 して

きたため,自 主開発のためのインフラはなお未熟であ り
,日 本での自主開発

体制の確立,強 化 は不可欠であるとして も,そ れに加 えて,自 主開発のイン

フラが一層整備 した米国,西 欧諸国な どを自主開発のための立地 として活用

す る道は開かれてお り,こ れを利用 しない手はない ということである
。

今日・この方向への動 きは次第 に活発化 してお り
,日 本企業の手で,「米国
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にPLCの 起点を持つ製品」,「西欧 にPLCの 起点を持つ製品」が生 まれて く

ることも不可能でないことが近 き将来現実の もの となろう。

この点については,「図 一9経 営職能面か らみた国際化 とグローバル体制」

を参照 されたい。 この段階まで来る と,複 数本社制の問題,本 社 と指令セン

ターの関係などが議論に上って くるはずであり,こ の点については,筆 者の

別論文を指摘 しておきたい。そこで は,組 織の問題 を中心 として,こ れまで

販売機能,生 産機能の世界的配置に加 えて,今 後 は,R&D機 能,財 務機能,

さらには,本 社機能の世界的基準に基づ く世界的配置が本格的に進展 し,世

界最適立地での複数本社制,指 令センター制が問題 となろう。

執 筆 雑 感

以上i断 片的であるが,日 本企業が直面 している構造的問題について,考

察を行って きた.筆 者が本稿において特 に強調 してお きたかった点は以下の

点である。

その第1は,現 在,わ が国で 「構造的」なる用語が氾濫 しているが,そ の

uiを 怠ったが故に著 しく解決が困難 となった問題 までを 「髄 的問題」

とすることには大 きな疑問が残るという点である。

その第2は,本 来,政 府,企 業な どの トップを始め とする戦略決定主体 は

大局的見地 に立 って,大 きな潮流,う ね りの本質 を見極め,問 題の発生 を未

然に防ぎ,問 題が生 じた ときは直ちにかつ適切 に対応するのが当然であり,

かつ,そ の能力が要求 されるが,日 本では,そ の責任の とり方が極めて甘 い

反面,「 ない袖 は振れない」式に国民あるいは社員 といった ところに犠牲を強

いることになるという点である。

その第3は,ポ テンシャ リティの高い優 れた日本企業はグローバル化,ボ

ーダレス化のうね りの中で,活 きる道 を模索 し,そ のための方策 を見出しつ

っあるのに対 し,日 本政府が この うね りの中で,何 をなすべ きなのかを問わ

れなが ら,な んら答を出していない点である。日本の政治家が中曽根首相 に
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典型的に見 られるように,レ ーガン大統領,サ ッチャー首相の真ん中に立 ち

得たのは・その政治力 によってではな く,日 本の持つ経済力によってであっ

て・その基盤である経済力 も政治家の力ではな く,日 本企業,ひ いては,「 日

本の成長メカニズム」に支 えられるところ大であったことを考え合わせるな

ら,「政一官」の怠慢は許容範囲を超えてお り,し かも,こ の間,政 争 に明け暮

れてなすべ きことをなしていない政府の対応はまさに無責任の一語に尽 きる
。

続いて,構 造的な問題の内容に入 るが,そ の第4は ,こ のまま放置する限

り,日 本が螺旋的に下降線 を辿 ることは目に見えていることである
。出産率

の減少,若 年労働力の減少,そ れ に伴 う高齢化の急速な進行 など
,人 口問題

だけを見ても極めて重大な問題 を内包 している。そこでは,外 国人の受 け入

れ問題 も同時 に検討する必要がでて くる。 しか も,こ の段階では,高 齢化社

会における産業のあ り方の検討が不可欠であ り,新 しい産業の基盤 を高齢者

二〇ズへの対応 と高齢者の能力活用 に向けることもまた必要 となろう
。

その第5は,日 本企業の複権 にとって,近 年の米国企業の復権過程 は見習

うべきものがあ り・その場合,MITの 多数の研究者 による研究報告書「メイ

ド・イン ・アメ リカ」は一読に値する。 しか し,こ こで も大 きく問題 となる

のは・現在・復権過程で進行 しているリエ ンジニア リング
,リ ス トラクチャ

リングが人員整理,人 件費の削減 を伴 って進行 していることであり
,し か も,

このや り方が国際的競争優位 との関連で,世 界的規模で進行 しつつあ り,雇

用問題 に重大 な問題 を投げか けていることである。

また,ア ジアを中心 としての生産拠点の分散化の方向づけに着 目して
,米

国で確立 した物流の技術,経 験,ノ ウハ ウを持 ち込 む ことを企画 している

FeDexの 動 きは注目に値する。

その第6は,本 稿 で扱い切れなかった問題 として,一 例 を挙 げると,情 報 ・

通信 システムの異常 とも言える急激かつ高度の発達が日本企業の世界的規模

での展開に対 し,ど の様な貢献 を行 い得るか,ま た,組 織上,ど の様 な影響

をもた らすか といった点がある。
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その第7は,日 本企業の動きの中にも,バ ブノ哺 壊後の永い試行錯誤の中

か らようや く一定の方向づ けが様々な分野で生起 しつつあることである。ベ

ンチャ_ビ ジネス,ベ ンチャーキャピタルのインフラの醸成 とその上での具

体的な動 きの進行,躰 立地活用の道の探索 と実行の動 き・世界的規模での

経営資源配分 と騰 的活用 といった新 しい動 きが出てきてお り・ 目の離せな

い状況 になってきている.し か し,こ こで も・かつての産業立国 といった用

語が死語になるほ ど,躰 企業の国を超える力は強 まることになろう・

最近,学 部長職の忙 しさにか まけて論 文を書 くのを怠ってきたため・何

とか論文を一つで もまとめておきたいと考え,寄 稿 を決意 した。 まだ未解決

の問題は多すぎ,論 文の出来 も今一歩の感があるが,論 文書 き恐怖症 には一

応の歯止 めがかかった と同時に,今 後取 り組むべき新 しい問題,新 しいテー

マ も数多 く見つけることができた ことにささやかな満足 を感 じている次第で

ある。
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